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証券コード　7030
2021年12月９日

株　主　各　位
（本店所在地）新潟県長岡市東坂之上町二丁目２番地１
（本部事務所）東京都豊島区西池袋一丁目11番１号
株 式 会 社 ス プ リ ッ ク ス

代表取締役社長 常 石 　 博 之

１．日 時 2021年12月24日（金曜日）午前10時（受付開始時間：午前９時30分）
２．場 所 新潟県長岡市台町２丁目８番35号

ホテルニューオータニ長岡　２階　白鳥の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第25期（2020年10月１日から2021年９月30日まで）事業報告、連結計算書

類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第25期（2020年10月１日から2021年９月30日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件

第25期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第25期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　なお、当日ご出席にならない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表
示いただき、2021年12月23日（木曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具
記

以　上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
◎本招集ご通知に添付すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款第14条の
規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://sprix.jp）に掲載してお
りますので、本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
　・連結計算書類の「連結注記表」
　・計算書類の「個別注記表」
　従いまして、本招集ご通知の提供書面は、会計監査人及び監査等委員会が監査した計算書類の一部
であります。
◎事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類の記載事項について修正が生じた場合
は、上記当社ウェブサイトに掲載いたします。
◎株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、やむなく会
場や開始時刻が変更となる場合がありえます。その場合には上記当社ウェブサイトに掲載いたしま
すので、事前に情報を確認していただけますようお願い申しあげます。
◎会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備いたします。ご来場の株主様は、マスク
の持参・着用をお願い申しあげます。また、その他の感染予防のための措置を講じる場合もありま
すので、ご協力のほどよろしくお願い申しあげます。
◎株主総会の運営スタッフは、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせていただきます。
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（2020年10月 1 日から
2021年 9 月30日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
⑴ 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳し
い状況にあるなか、引き続き各種政策の効果や海外経済の動向、ワクチン接種状況などを注視する必
要がありますが、一部で持ち直しの動きが出始めています。
　当社グループの属する教育サービス業界におきましては、少子化・採用難・地域格差等が続くなか
で、様々な対応策を講じることが必要になってきております。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により、あらゆる産業でアナログからデジタルへの転換、
サービスの在り方が見直されるなか、IT技術の活用等による新たな教育・指導形態の必要性も一層高
まっております。
　このような状況のもと、当社グループでは第１四半期連結会計期間より、株式会社湘南ゼミナール
がグループに加わり、学習塾サービスにおいては、個別指導の「森塾」、「自立学習ＲＥＤ」、前期よ
りサービスを開始した「そら塾」に加え、株式会社湘南ゼミナールの運営する「森塾」、集団指導の
「湘南ゼミナール」、大学受験指導の「河合塾マナビス」も合わせ、これまで以上に充実したサービ
スを展開しております。
　中核事業である「森塾」（個別指導塾）におきましては、当連結会計年度末において175教室（前
期末比18教室増）展開しておりますが、その内訳は、株式会社スプリックス運営が130教室（前期末
比15教室増）、株式会社湘南ゼミナール運営が45教室（前年同月末比３教室増）であります。
　新型コロナウイルス感染症の影響のもと、生徒・保護者様及び従業員の安心安全を最優先としつ
つ、高水準の学習指導及び、研究開発を継続したことなどが奏功し、コロナ禍軟調であった生徒募集
は回復傾向にあります。
　これらの結果、当連結会計年度末における「森塾」在籍生徒数は44,631人と株式会社湘南ゼミナ
ールの運営する「森塾」と合わせ、前期末比3,592人増となりました。その内訳は、株式会社スプリ
ックス運営が35,227人（前期末比3,071人増）、株式会社湘南ゼミナール運営が9,404人（前年同月
末比521人増）であります。
　「湘南ゼミナール」は、小中学生をメインターゲットとした集団指導形式の学習塾であり、当連結
会計年度末において178教室（前年同月末比１教室増）を展開しております。
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森塾
湘南ゼミナール

（注１）
河合塾マナビス

（注１）
スプリックス

運営
湘南ゼミナール
運営（注１）

売上高（注２） 13,198百万円 10,724百万円 2,473百万円 7,549百万円 2,839百万円
事業利益（注２、３） 3,325百万円 2,849百万円 476百万円 1,493百万円 567百万円
期末教室数 175教室 130教室 45教室 178教室 47教室
期末生徒数 44,631人 35,227人 9,404人 20,512人 5,582人

　「河合塾マナビス」は、講義映像とチューターを用いた大学受験指導を行う学習塾であり、当連結
会計年度末において株式会社湘南ゼミナールがフランチャイジーとして47教室（前年同月末比変動
なし）を展開しております。
　「自立学習ＲＥＤ」は、教育ITを利用した学習塾であり、当連結会計年度末において直営５教室
（前期末比変動なし）、FC159教室（前期末比31教室増）を展開しております。
　なお、当連結会計年度における主な学習塾ブランドごとの売上高、事業利益、教室数及び生徒数
は、以下のとおりであります。

　　　注１）株式会社湘南ゼミナールが運営する「森塾」、「湘南ゼミナール」、「河合塾マナビス」の
売上高及び事業利益は、2020年12月１日～2021年９月30日の10カ月分を、当連結会
計年度に計上しております。

　　　注２）売上高、及び事業利益は、各事業部間取引の相殺前の数値であります。
　　　注３）事業利益は、管理部門等の共通費用配賦前の事業部門における営業利益であります。

　また、教育関連サービスにおきましては、個別指導用教材「フォレスタシリーズ」、ICTを活用し
た映像教材「楽しく学べるシリーズ」、塾講師募集webサイト「塾講師ＪＡＰＡＮ」などの既存事業
がいずれも好調だったことに加え、株式会社サイバーエージェントグループと協業中の「キュレオプ
ログラミング教室」「プログラミング能力検定」などの新規事業も順調に拡大しております。さらに
AIタブレットで基礎学力を養成する「フォレスタ学習道場」や、スプリックス基礎学力研究所による
国際基礎学力検定「ＴＯＦＡＳ」の提供を開始するなど、学習塾サービスとの相乗効果を最大限に発
揮できる取組みも積極的に進めております。
　一方、組織力強化のための人員増及び新教室の設備関連投資などを当初の想定通り進めたこと、及
び広告宣伝、研究開発活動を積極的に行ったことなどにより、売上原価、販売費及び一般管理費が増
加しました。
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　以上の結果、当連結会計年度の売上高は25,901,611千円（前期比118.7％増）、営業利益は
2,437,229千円（前期比36.3％増）、経常利益は2,434,257千円（前期比36.2％増）、親会社株主に帰
属する当期純利益は1,467,559千円（前期比27.6％増）、EBITDA（＝営業利益+のれん償却+減価償
却費）は3,385,334千円（前期比74.8％増）となりました。

　なお、当社グループの業績は、中核事業である「森塾」「湘南ゼミナール」「河合塾マナビス」など
の学習塾サービスにおいて、夏期（７月・８月）、冬期（12月・１月）、春期（３月・４月）の講習実
施時期に、他の月と比較して売上高が増加する傾向にあります。
　教育関連サービスのテキスト販売においては、新学期開始前の３月前後に売上高が集中する傾向に
あります。
　当社グループは教育サービス事業の単一セグメントであるため、セグメントごとの記載は省略して
おりますが、主な学習塾ブランドごとの売上高及び事業利益は、上述のとおりとなります。

② 設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は294,746千円
で、その主なものは「森塾」等における新規開校及び増床に伴う内装工事によるものでありま
す。

③ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2020年12月25日付で、株式会社湘南ゼミナールの全株式を取得し、同社を当社の完全
子会社といたしました。
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区 分 第 22 期
(2018年９月期)

第 23 期
(2019年９月期)

第 24 期
(2020年９月期)

第 25 期
(当連結会計年度)
(2021年９月期)

売 上 高(千円) － － 11,843,549 25,901,611

経 常 利 益(千円) － － 1,787,315 2,434,257

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益(千円) － － 1,150,014 1,467,559

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) － － 67.08 85.41

総 資 産(千円) － － 11,485,798 19,277,201

純 資 産(千円) － － 8,091,462 8,864,811

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) － － 470.37 516.46

区 分 第 22 期
(2018年９月期)

第 23 期
(2019年９月期)

第 24 期
(2020年９月期)

第 25 期
(当事業年度)

(2021年９月期)
売 上 高(千円) 10,451,776 11,410,180 11,843,549 13,362,786

経 常 利 益(千円) 2,423,278 2,744,083 1,817,763 1,895,758

当 期 純 利 益(千円) 1,566,498 1,773,188 1,168,347 1,360,022

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 97.06 103.51 68.14 79.16

総 資 産(千円) 9,967,384 10,861,608 11,476,297 12,758,846

純 資 産(千円) 6,469,210 7,642,423 8,081,901 8,765,745

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 377.63 446.12 471.43 511.11

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況

（注）第24期（2020年９月期）より連結計算書類を作成しているため、第23期（2019年9月期）以
前については記載しておりません。

　②当社の財産及び損益の状況

（注）2018年３月１日付で普通株式１株につき150株の割合で株式分割を行っております。第22期
（2018年９月期）の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び１
株当たり純資産額を算定しております。
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会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社湘南ゼミナール 48百万円 100.0％ 学習塾の運営
株式会社湘南ゼミナール
オ ー シ ャ ン ５百万円 100.0％ 学習支援事務
株式会社プログラミング
総 合 研 究 所 50百万円 60.0％ プログラミング検定の開発、運用、販売

会社名 住所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社湘南ゼミナール 神奈川県横浜市西区高島
二丁目６番32号 4,500百万円 12,758百万円

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１．当社は、2020年12月25日に株式会社湘南ゼミナールの全株式を取得し、同社を連結子会
社といたしました。それに伴い、株式会社湘南ゼミナールオーシャンも連結子会社といた
しました。

２．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

⑷ 対処すべき課題
　当社グループを取り巻く環境は、大きく急激に変化しております。国内では、少子化による学
齢人口の減少は続くものの、大学への進学率は過去最高を記録し、家計における教育関連支出の
水準も高止まりする等、教育への期待はさらに高まっております。教育におけるＩＴ化やグロー
バル化への対応が社会の関心を広く集め、政府も教育制度の見直しに強い意欲を見せる等、新た
な時代を感じる動きも見られます。
　また、世界全体で見ると、経済成長と比例するように教育市場も成長しております。これは、
人口の増加に加え、就学率の大幅な上昇が大きな要因となっております。なかでも、新興諸国で
の中間層の拡大に伴う学力向上へのニーズや、急速なテクノロジーの変化に応じたスキルを持つ
人材へのニーズの高まりが背景にあります。
　なお、新型コロナウイルス感染症の影響は、学習塾サービスにおいては、一時的に生徒募集に
影響したものの、非常事態宣言の終了や経済活動全般の再開を背景に生徒募集は回復傾向にあり
ます。また、教育関連サービスにおける、「フォレスタ」シリーズの販売においては、４年に１
度の教科書改訂を受け販売が好調、「東京ダンスヴィレッジ」の運営において、コロナ禍からの
回復により集客堅調な状況であります。
　このような状況のもと、当社グループは、企業ミッション達成のために、以下の対処すべき課
題に取り組んでまいります。
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① 生徒の成績の向上
　当社グループの学習塾サービスにおきましては、生徒の学校での成績の向上を追求しており
ます。そのために、テスト結果や教材内容の分析、また、講師による指導効果の分析を継続的
に行い、その分析結果に基づき指導オペレーションや教材の改善及びシステム化を進め、指導
力の向上を図っております。また、成績の向上に係る目標の達成度合をスタッフの人事評価に
おける構成要素の一つとしております。
　当社グループは、今後も指導力の向上を推進し、一人でも多くの生徒の学校での成績の向上
に貢献できるよう努めてまいります。

② サービスの認知度の向上とブランドの確立
　当社グループでは、当社グループが提供するそれぞれのサービスのターゲット層にアプロー
チする上で、最適な手法かつ適切なコストでの施策に絞り、販売促進・広告宣伝を効率的に行
ってまいりました。また、口コミ・友人紹介等の外部コストの掛からない販売促進・広告宣伝
の施策を、当社グループのサービスの認知度向上・顧客の獲得に大いに役立ててまいりまし
た。
　しかしながら、既存事業のさらなる拡大及び競合企業との差別化、そして新規事業の認知度
向上及び顧客の獲得を図るに際して、ブランドのより一層の確立が重要であると認識しており
ます。またＷＥＢ・モバイルインターネットを中心に、販売促進・広告宣伝の手法も目覚まし
く進化を遂げております。今後は、費用対効果も慎重に検討の上、販売促進・広告宣伝活動を
強化してまいります。

③ エリアマーケティング・地域展開
　当社グループでは、自らリアルの場を設けて教育サービスを提供する事業も営んでおりま
す。その地域展開や具体的な出店・開校の際は、エリア・商圏の環境・経済の動向、市場・競
合の状況、現在の自社の他教室との位置関係、潜在顧客数、講師採用見込み、候補物件の状
況、収支の予測等、様々な要素を総合的に勘案し、決定しております。
　今後も事業の拡大・成長を図るため、新たな地域への展開、新規の出店・開校は重要な戦略
の一つと考えております。当社グループの人員・管理体制等のリソースを勘案しながら、出
店・開校のペースを加速化してまいります。また、新興諸国を中心とした中間層の教育ニーズ
の高まりを見越して、新たな地域・国への進出を視野に、市場調査を進めてまいります。

④ 教育コンテンツの品質向上
　当社グループでは、様々な領域でのオリジナルの教育コンテンツを企画・開発・制作・販売
しております。既に販売・提供を開始している教育コンテンツについても、ユーザーのニーズ
や目的に応じて、また教育現場の声を反映して、常により良いコンテンツとなるよう、ノウハ
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ウの蓄積と科学的分析に基づく日々の改善活動を推進しております。今後も、社会の変化や顧
客・教育現場のニーズを的確に捉え、教育サービスを通して、より多くの人の人生に貢献でき
るよう、教育コンテンツの品質向上に取り組んでまいります。

⑤ 研究開発活動
　当社グループでは、市場の変化やユーザーのニーズに迅速に対応し、また競争力の確保・競
合企業との差別化が可能な、より魅力ある収益性の高い教育コンテンツを提供するために、継
続的な研究開発活動を行っております。今後も新たな業態・サービスや、情報通信技術をはじ
めとする各種の新技術を採り入れた高品質・高付加価値・低コストな教育コンテンツの研究開
発に取り組んでまいります。

⑥ 人材の確保と育成・開発
　当社グループでは人材について、社内リソースと事業計画・今後の展開を勘案し、計画的に
人材を確保してまいりました。また、継続的な人材の確保とともに、当社グループの企業ミッ
ション・ヴィジョン・ＡＣＴＩＯＮライン（行動指針）を理解し、実行していくことのできる
人材の育成・スキルの開発が重要と考えております。今後も、当社グループのスピード感のあ
る展開・成長に対応し、さらには牽引することのできる人材の確保と育成・開発に取り組んで
まいります。

⑦ 経営体制のさらなる強化
　当社グループでは、これまで会社の成長ステージに応じた経営体制を構築してまいりまし
た。今後も継続的に事業の拡大・成長を実現し、あらゆるステークホルダーの期待にお応えで
きるよう、経営体制のさらなる強化が必要と認識しております。
　当社グループは、組織が健全かつ有効・効率的に運営されるよう、法令遵守の徹底はもとよ
り、一層の内部管理体制の充実・強化に努めてまいります。
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区 分 事 業 内 容

学 習 塾 サ ー ビ ス

「森塾」の運営
「湘南ゼミナール」の運営
「河合塾マナビス」のフランチャイジー運営
「自立学習ＲＥＤ」の運営及びフランチャイズ展開
「そら塾」の運営

教 育 関 連 サ ー ビ ス

「フォレスタ」シリーズの開発・販売等
「東京ダンスヴィレッジ」の運営
「塾講師ＪＡＰＡＮ」の運営
「グリムスクール」の運営
中国語検定「ＨＳＫ」に関連する書籍・アプリの販売
「ＱＵＲＥＯプログラミング教室」の販売
「プログラミング検定」の開発、運営、販売
「フォレスタ学習道場」の開発、運営、販売
「ＴＯＦＡＳ」の開発、運営、販売

⑸ 主要な事業内容（2021年９月30日現在）
　当社グループは、教育サービス事業を行っております。また、当社グループは、教育サービス
事業の単一セグメントであるため、セグメント情報を記載しておりません。
　当社グループが提供する主なサービスは以下のとおりです。
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名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社

本 部

SPRIX Engineering Lab

自立学習RED（直営）

東 京 ダ ン ス ヴ ィ レ ッ ジ
　

新潟県長岡市

東京都豊島区

新潟県長岡市

埼玉県　5教室

東京都豊島区
　

森 塾 （ 直 営 ）

新潟県　４教室
埼玉県　36教室
千葉県　33教室
東京都　49教室
茨城県　６教室
群馬県　２教室

株 式 会 社 湘 南 ゼ ミ ナ ー ル 本社（神奈川県横浜市）
株 式 会 社 湘 南 ゼ ミ ナ ー ル
オ ー シ ャ ン 本社（神奈川県横浜市）
株 式 会 社 プ ロ グ ラ ミ ン グ
総 合 研 究 所 本社（東京都豊島区）

⑹ 主要な営業所（2021年９月30日現在）
① 当社

② 子会社
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区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

全 社 共 通 1,305（1,543）名 815名増（733名増）

合 計 1,305（1,543）名 815名増（733名増）

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

502（883）名 12名増（73名増） 29.4歳 3.6年

⑺ 使用人の状況（2021年９月30日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員数であります。なお、使用人数欄の（外書）は、臨時雇用者数（非常勤講師及び
パートタイマー）の最近１年間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

２. 使用人数の増加は株式会社湘南ゼミナールをグループ化したことによるものです。
３. 当社グループは、教育サービス事業の単一セグメントであるため、全社共通で記載しております。

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員数であります。なお、使用人数欄の（外書）は、臨時雇用者数（非常勤講師及び
パートタイマー）の最近１年間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

２. 当社の事業は、教育サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており
ます。

⑻ 主要な借入先の状況（2021年９月30日現在）
　当社は柔軟な資金調達手段を確保することを目的に、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とコミットメント
ライン契約（借入極度額：3,000百万円　契約期間：2020年12月28日～2021年12月27日）を締
結しております。なお、当該契約に基づく当連結会計年度末の借入残高はございません。

⑼ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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① 発行可能株式総数 60,000,000株
② 発行済株式の総数 17,473,950株
③ 株主数 4,449名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有限会社フラットストーン 8,577,500株 50.08％

常石　博之 1,293,750 7.55

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 801,900 4.68

平石　明 724,550 4.23

志野　文哉 257,800 1.51

上田八木短資株式会社 238,900 1.39

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 224,300 1.31

楽天証券株式会社 182,100 1.06

ＪＰモルガン証券株式会社 154,764 0.90
MSIP CLIENT SECURITIES（常任代理人モルガン・スタ
ンレーМＵＦＧ証券株式会社） 147,200 0.86

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2021年９月30日現在）

④ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を345,245株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ その他株式に関する重要な事項
　　当社は、2021年３月15日開催の取締役会において、会社法第459条第１項及び当社定款の

定めに基づき自己株式取得に係る事項を決議し、以下のとおり取得いたしました。
　　取得対象株式の種類及び数　　　　普通株式　175千株
　　取得価額の総額　　　　　　　　　170百万円
　　取得した期間　　　　　　　　　　2021年３月16日から2021年５月10日まで
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第 １ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年８月24日

新 株 予 約 権 の 数 2,949個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 442,350株
(新株予約権１個につき 150株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 13,800円
(１株当たり 92円)　

権 利 行 使 期 間 2022年10月１日から
2025年８月24日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員である取
締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 2,949個
目的となる株式数 442,350株
保有者数 2名　

監査等委員である
取 締 役

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名　

⑵ 新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）１. 第１回新株予約権の行使の条件
（1）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当
社の役員若しくは従業員、当社が10％以上出資する会社の役員若しくは従業員又は当社に10％以上出
資する会社の役員若しくは従業員であることを要する。
（2）新株予約権者からの相続はこれを認めない。
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時期 ベスティング済新株予約権の個数

2022年10月１日以降 割当数の３分の１

2023年10月１日以降 割当数の３分の２

2024年10月１日以降 割当数の全部

（3）新株予約権者は、次に定める時期において、次に定める数の新株予約権（以下、「ベスティング
済新株予約権」という。）に限り、その全部又は一部を行使することができ、保有する新株予約権のう
ちベスティング済新株予約権でないものを行使することはできないものとする。なおベスティング済新
株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

　新株予約権の取得の条件は次のとおりであります。
①当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案又
は株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で取得することができる。
②新株予約権者が、上記「新株予約権の行使の条件」(1)により新株予約権を行使できなくなったと
き、及び新株予約権者に相続が生じたときは、当社は当該新株予約権を無償で取得することができる。
③新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新株予約権を無償で取得す
ることができる。

２．2018年３月１日付で行った１株を150株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の
数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」及び「役員の保有状況」における「目的とな
る株式数」は調整されております。
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第８回新株予約権
決議年月日 2021年３月15日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の従業員　　　　　　200
当社子会社の従業員　　　495

新株予約権の数（個） ※ 1,872
新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び
数（株） ※ 普通株式 187,200（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 979（注）２
新株予約権の行使期間 ※ 自　2023年５月１日　至　2031年３月15日
新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額（円） ※

発行価格 979
資本組入額 490（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 本新株予約権を譲渡するときは、取締役会の
承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 ※ （注）５

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
当連結会計年度に、会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

※新株予約権割当日（2021年４月23日）における内容を記載しております。
（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社の普通株式とし、本新株予約権1個当たりの

目的である株式の数（以下、「付与株式数」）は、100株とする。
ただし、当社が本新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社普通株

式について株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同
じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。調整の
結果生じた1株未満の端数は、これを切り捨てものとする。

調整後付与株式数　＝調整前付与株式数　×　株式分割・株式併合の比率
また、割当日後、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらに準じて付与株式数の

調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は合理的な範囲内で付与株式数を
調整することができる。
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調整後行使価額　＝　調整前行使価額　× １
分割併合の比率

調整後行使価額　＝　調整前行使価額　×
既発行株式数 ＋新規発行株式数 × １株当たり払込金額

新規発行前の時価
既発行株式数　＋　新規発行株式数

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、本新株予約権を行
使することにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額（以下「行使価額」
という。）に付与株式数を乗じた額とする。

なお、割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調
節するものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとする。

また、割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株
式の処分を行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使の場合を除く。）
は、次の算式により行使価を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。

ただし、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当
社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う
場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「1株当たり払込金額」を「1株当
たり処分金額」、「新規発行前の時価」を「処分前の時価」にそれぞれ読み替えるものとす
る。また、上記の他、割当日後、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合に
準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は、合理的な範囲で行使価額の調整を行うこ
とができるものとする。

３．①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計
算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額に2分の1を乗じた金額とし、計算
の結果1円未満の端数を生ずる場合、その端数を切り上げるものする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上
記①の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．①本新株予約権1個当たりの一部行使はできないものとする。
②本新株予約権の割当てを受けた者（以下「本新株予約権者」という。）は、権利行使時

において、当社又は当社子会社における取締役、監査役、執行役員又は従業員の地位にある
ことを要するものとする。③本新株予約権の相続はこれを認めない。④本新株予約権者は、
以下の時期において、以下に定める個数の本新株予約権に限り、その全部又は一部を行使す
ることができる。なお、行使できる新株予約権の数に1未満の端数が生じた場合には、これ
を切り捨てるものとする。
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時期 行使できる新株予約権の個数
2023年４月30日まで 本新株予約権を行使することができない
2023年５月１日から2024年４月30日まで 割り当てられた本新株予約権の50％
2024年５月１日以降 割り当てられた本新株予約権の全部

本新株予約権の取得の条件は次のとおりであります。
①当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、又は、当社が完全子会社となる株式交
換についての株式交換契約書若しくは株式移転の株式移転計画に関する議案が株主総会で承
認されたとき（株主総会の承認を要しない場合には、取締役会の決議で承認されたとき）
は、当社は本新株予約権を無償で取得することができる。
②本新株予約権者が当社又は当社子会社における取締役、監査役、執行役員又は従業員の地
位を喪失した場合、本新株予約権者に相続が生じた場合、本新株予約権者が本新株予約権の
全部又は一部を放棄した場合には、当社は、当該時点で本新株予約権者が保有する本新株予
約権の全部につき無償で取得することができる。

５．当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割（当社が分割会社とな
る場合に限る。）、新設分割、株式交換（当社が完全子会社となる場合に限る。）又は株式移
転（以下「組織再編行為」と総称する。）をする場合、組織再編行為の効力発生の時点にお
いて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を有する本新株予約権者に
対し、会社法第236条第1項第8号イないしホに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と総
称する。）の新株予約権を、以下の条件にて交付するものとする。この場合においては、残
存新株予約権は消滅するものとする。

ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、
新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め
た場合に限るものとする。
①交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数を交付する。
②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、組織再編行為前の条件に準じて決定する。
④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等
を勘案のうえ、行使価額を調整して得られる組織再編後の行使価額に、上記③に従って決定
される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。
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⑤新株予約権を行使することができる期間
組織再編行為前における新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為

の効力発生日のいずれか遅い日から、組織再編行為前における新株予約権を行使することが
できる期間の満了日までとする。
⑥新株予約権の行使の条件

組織再編行為前の条件に準じて決定する。
⑦新株予約権の取得事由

組織再編行為前の条件に準じて決定する。
⑧増加する資本金及び資本準備金に関する事項

組織再編行為前の条件に準じて決定する。
⑨譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。
⑩新株予約権の行使により発生する端数の切捨て

新株予約権者に交付する株式の数に1株に満たない端数がある場合には、これを切り捨て
るものとする。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 常 石 博 之

取 締 役 平 石 　 明 事業部門管掌

取 締 役 平 井 利 英 コーポレート部門管掌
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ・ 常 勤 ） 赤 澤 嘉 信

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 大 津 広 一

株式会社オオツ・インターナショナル 代表取締役
社長
多摩大学大学院経営情報学研究科 客員教授
ピジョン株式会社社外監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 松 浦 剛 志 有限会社ウィルミッツ 代表取締役

ラフラインホールディングス株式会社 社長室長

⑶ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2021年９月30日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）大津広一氏及び松浦剛志氏は、社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）赤澤嘉信氏は、当社のヒューマンリソース部長、内部監査室長を歴任し、コン

プライアンス経営やコーポレート・ガバナンスに関する相当程度の知見を有しております。
３. 取締役（監査等委員）大津広一氏は、経営アドバイザーとしての豊富な経験と会計に関する高い見識

を有しております。
４. 取締役（監査等委員）松浦剛志氏は、経営者としての専門的見地及び社外役員としての豊富な経験を

有しております。
５. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査・監督

機能を強化するために赤澤嘉信氏を常勤の監査等委員として選定しております。
６. 当社は、取締役（監査等委員）大津広一氏及び松浦剛志氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。

② 責任限定契約の内容の概要
当社は、監査等委員３名（うち社外取締役２名）との間で、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 額
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

３名
（－）

86,943千円
（－）

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

4
（２）

17,524
（9,000）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　取　　締　　役）

7
（２）

104,468
（9,000）

③ 役員等賠償責任保険契約の概要
当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責

任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこ
と、当該責任の追及に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生
ずることのある損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きま
す。）を当該保険契約により補填することとしています。

なお、当該保険契約の保険料は全額を当社が負担しており、非保険者の実質的な保険料負担
はありません。

④ 取締役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2015年８月24日開催の臨時株主総会において、年

額500,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該臨時株主総
会終結時点の取締役（監査等委員を除く。）の員数は３名（うち、社外取締役は０名）です。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年８月24日開催の臨時株主総会において、年額
40,000千円と決議されております。当該臨時株主総会時点の監査等委員である取締役の員数は３名
（うち、社外取締役は２名）です。

４. 上記の報酬等の額には、当事業年度において計上した役員退職慰労引当金繰入額2,625千円が含まれ
ております。

５. 上記の報酬等の額には、2020年12月24日開催の第24期定時株主総会終結の時をもって退任した監査
等委員である取締役１名を含んでおります。
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⑤ 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年３月15日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除

く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しておりま
す。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について指名・報酬委員会へ諮
問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当連結会計年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容
の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、指名・報酬委
員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断
しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
イ．取締役の個人別の報酬等のうち、次の事項の決定に関する方針

１）個人別の報酬等（業績連動報酬等・非金銭報酬等以外）の額または算定方法
固定報酬（確定額報酬）として、株主総会で決定された報酬の範囲内で、会社の業績や経

営状況、及び各人の成果や責任等を勘案し、報酬額を決定する。
取締役退任時には、株主総会の決議を経て、別に定める役員退職慰労金規程に基づき決定

した額を支給する。
２）業績連動報酬等について業績指標の内容、額または数の算定方法

採用していない。
３）非金銭報酬等の内容、「額もしくは数」または「算定方法」

採用していない。
４）上記１）２）３）の割合（構成比率）

固定報酬が個人別の報酬等の額の全部を占める。
ロ．報酬等を与える時期・条件の決定に関する方針

固定報酬は、在任中に毎月定額を支払う。役員退職慰労金は、総会での承認可決を条件とし
て、退任後に支払う。
ハ．報酬等の内容の決定について取締役その他の第三者への委任に関する事項

１）委任を受ける者の氏名または当該会社での地位・担当
該当なし。

２）委任する権限の内容
該当なし。

３）権限の適切な行使のための措置がある場合はその内容
該当なし。
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出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員） 大 津 広 一

当連結会計年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査等委員
会18回のうち18回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査
等委員会において、経営アドバイザーとしての専門的見地及び社外
役員としての豊富な経験に基づき、意思決定の妥当性・適正性を確
保するため適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員会の
委員長として、当連結会計年度に開催された委員会２回の全てに出
席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等
の決定過程における監督機能を主導しております。

取締役
（監査等委員） 松 浦 剛 志

当連結会計年度に開催された取締役会22回のうち22回、監査等委員
会18回のうち18回に出席いたしました。出席した取締役会及び監査
等委員会において、経営者としての専門的見地及び社外役員として
の豊富な経験に基づき、意思決定の妥当性・適正性を確保するため
適宜発言を行っております。また、指名・報酬委員会の委員とし
て、当連結会計年度に開催された委員会２回の全てに出席し、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程
における監督機能を担っております。

ニ．報酬等の内容の決定方法（ハ．の事項を除く）
取締役会の諮問機関として社外取締役を議長とする指名・報酬委員会を設置し、メンバーは

代表取締役社長と社外取締役２名の合計３名で、社外取締役が過半数となるよう構成してい
る。各事業年度の役員の報酬等の額の決定にあたり、委員会で事前に審議したうえで取締役会
に提言することで、独立性と客観性の確保及び、意思決定プロセスの透明化を図っている。
ホ．その他個人別報酬等の内容の決定に関する重要な事項

該当なし。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役大津広一氏は、株式会社オオツ・インターナショナル代表取締役社長、多摩大学大
学院経営情報学研究科客員教授及びピジョン株式会社社外監査役であります。当社と各兼
職先との間には特別の関係はありません。

・取締役松浦剛志氏は、有限会社ウィルミッツ代表取締役及びラフラインホールディングス
株式会社社長室長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当連結会計年度に係る会計監査人の報酬等の額 56百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 97

⑷ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意
の判断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
　当社は、有限責任あずさ監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務
（非監査業務）である、株式会社湘南ゼミナールのM&Aに係るデューデリジェンス業務につ
いての対価を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合、又は、会計監査人の適格性及び独立性を害する事由の発生により適正な監査の遂行
が困難であると認められる場合には、会計監査人の解任又は再任しないことを内容とする議案
を決定します。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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３. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1)当社は、企業活動の根本に法令遵守を位置付け、取締役は法令遵守体制の充実や社内教育・
啓蒙に努める。
2)定期的に開催する取締役会にて、各取締役は重要な職務執行の状況を報告し、他取締役の職
務執行を相互に監視・監督する。
3)内部監査人は定期的な内部監査により、法令及び定款並びに社内諸規程の遵守その他適切な
職務執行を確認し、代表取締役及び監査等委員会に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
1)文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を適切に保存・管理する。
2)取締役は、常時これらの文書等を検索・閲覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1)リスクについては、各部門において洗い出し、重要度、緊急度及び頻度等を検討した上で予
防策を敷く。
2)リスクが顕在化した際は迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を構築・
整備する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1)取締役会を原則毎月１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定を行う
とともに、取締役の職務執行を監視・監督する。
2)中期計画及び年度予算を策定し、目標を明確にして計数管理を行うとともに、その計画に基
づいて職務執行の状況を監視・監督する。
3)職務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程及びその他諸規程に基づき、
業務分担及び職務権限等を明確にして業務の効率性を高める。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
1)当社は、法令遵守はもとより、高い倫理観を持ち誠実な企業活動を行うものとする。
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2)使用人に対して、当社の一員として必要な知識の習得と、法令遵守に関する啓蒙を適宜実施
し、浸透・徹底を図る。
3)内部監査人は、各部門の職務執行の法令及び定款並びに社内諸規程への適合を確認し、代表
取締役及び監査等委員会に報告する。

⑥ 当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 子会社の取締役会等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
1)当社は「グループ会社管理規程」を定め、担当取締役が子会社などの業務の状況を適時に
把握できる体制を整え、必要に応じて当社取締役会に報告する。
2)一定の事項については事前に当社取締役会の承認を要する旨を定める。
ロ. 子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
1)リスクについては、子会社において洗い出し、重要度、緊急度及び頻度等を検討した上で
予防策を敷く。
2)リスクが顕在化した際は迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に抑える体制を構
築・整備する。

ハ. 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1)取締役会を原則３か月に１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、重要事項の決定
を行うとともに、子会社の取締役の職務執行を監視・監督する。
2)中期計画及び年度予算を策定し、目標を明確にして計数管理を行うとともに、その計画に
基づいて職務執行の状況を監視・監督する。

ニ. 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制

1)当社の子会社においては、企業活動の根本に法令遵守を位置付け、取締役等及び使用人は
法令遵守体制の充実や社内教育・啓蒙に努める。
2)定期的に開催する取締役会にて、各取締役は重要な職務執行の状況を報告し、他取締役の
職務執行を相互に監視・監督する。
3)子会社の使用人に対して、当社グループの一員として必要な知識の習得と、法令遵守に関
する啓蒙を適宜実施し、浸透・徹底を図る。
4)親会社の内部監査人は定期的な内部監査により、法令及び定款並びに社内諸規程の遵守そ
の他適切な職務執行を確認し、当社の代表取締役及び監査等委員会に報告する。

ホ. その他の当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
子会社監査役を当社の常勤監査役もしくは管理部長が兼務することで、子会社の業務の適

正を確保するよう牽制を行う。
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⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会が求めた場合は、その職務を補助する使用人を置くものとする。

⑧ 前号の取締役及び使用人の取締役（当該取締役及び監査等委員である取締役を除く。）から
の独立性に関する事項

　前号の取締役及び使用人の人事評価及び人事異動については、監査等委員会の同意を得るも
のとする。

⑨ 前号の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
　前号の取締役及び使用人に関して、監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に
周知徹底する。

⑩ 監査等委員会への報告に関する体制
イ. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするため

の体制
1)監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務執行の状況を把握するため、取締役会のほ
か重要な会議に出席し、報告を受けることができる。
2)取締役及び使用人は、監査等委員会の要請に応じて、職務執行の状況その他必要な報告及
び情報提供を行う。
3)監査等委員会は、契約書及び決裁書類その他重要な書類を随時閲覧・確認できる。
4)内部監査人は、監査等委員会に対して、内部監査の結果等について報告を行う。
ロ. 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報告を受け

た者が監査等委員会に報告するための体制
1)監査等委員は、重要な意思決定の過程及び職務執行の状況を把握するため、子会社の取締
役会のほか重要な会議に出席し、報告を受けることができる。
2)子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査等委員会の要請に応じて、職務執行の状況そ
の他必要な報告及び情報提供を行う。
3)監査等委員会は、子会社の契約書及び決裁書類その他重要な書類を随時閲覧・確認でき
る。
4)当社の内部監査人は、監査等委員会に対して、子会社の内部監査の結果等について報告を
行う。
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⑪ 監査等委員会に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制
　監査等委員会に報告した者を、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いをすることを
禁止し、その旨を周知徹底する。

⑫ 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項
監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ず
る費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理につ
いては、監査等委員の請求等に従い円滑に行うことが可能な体制とする。

⑬ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1)監査等委員は、取締役会のほか、必要に応じて重要な会議に出席できることとする。
2)監査等委員会は、代表取締役と四半期に１度の定期的な打合せ及び意見交換を行うほか、必
要に応じて取締役及び使用人にヒアリングを実施する。
3)監査等委員会は、内部監査人及び監査法人と四半期に１度の定期的な打合せを行い、相互連
携を図るほか、必要に応じて報告を求める。
4)監査等委員会が必要と認める場合には、弁護士や公認会計士等の外部の専門家を活用でき
る。

⑭ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　内部統制システムに関する基本方針及び関連規程に基づき、財務報告に係る内部統制の整備
及び運用を行う。

⑮ 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
1)当社は、反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、不当要求は断固拒絶することを基本的な考
えとする。
2)取引先等につき、反社会的勢力との関係の有無を確認するとともに、外部関係機関等からの
情報収集に努める。
3)反社会的勢力への対応に備え、平素から警察、弁護士等の外部の専門機関との協力・連携体
制を構築する。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

①重要な会議の開催状況
・当事業年度において取締役会を22回開催し、各議案について十分な審議を行いました。
・取締役会において、毎月月次経営成績が報告され、当社年度計画の達成状況、課題及びその対
応策を確認し、議論を行いました。

②コンプライアンス・リスクマネジメントに対する取り組みの状況
・コンプライアンス意識の徹底を図るため、適宜研修及び啓発活動を行いました。
・法令違反、不正行為等の未然防止及び早期発見を目的として、内部通報窓口を設置しておりま
す。
・リスクマネジメントについては、当社におけるリスクの抽出、対応方針の策定、対応策の立案
及び対応状況の進捗確認を行いました。
・情報セキュリティについては、情報の適切な保存、管理に向けた規程等を整備しております。
また、適宜情報管理に関する啓発活動を行うとともに、各種情報の流出・漏洩の未然防止に向
けた取り組みを行いました。

③監査等委員会に関する運用状況
・監査等委員は、取締役会をはじめとする重要な会議への出席等を通じて、取締役及び部門長か
ら業務執行の報告を受けるとともに、その意思決定の過程や内容について監督を行っておりま
す。
・監査等委員会は、内部監査人が行った監査に関する報告を受けるほか、独自に監査等委員によ
る監査を行っております。さらに常勤監査等委員は、内部監査人と毎月1回情報交換を行って
おります。

④内部監査に関する運用状況
・内部監査人は、年間の監査計画に基づき当社各部門について内部監査を実施しました。
・内部監査人は、内部監査の結果を定期的に代表取締役社長に報告するとともに、監査等委員会
にも報告しています。
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４. 会社の支配に関する基本方針
　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針については、特に定め
ておりません。

５. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と認識しており、将来における安定的な企
業成長と、経営環境の変化に対応するために必要な内部留保資金を確保しつつ、業績への連動性の
高い利益配分を継続かつ安定的に行うことを基本方針としております。
　内部留保資金につきましては、今後の事業展開と経営環境の変化に対応するための資金として有
効に活用したいと考えております。
　これらの方針に基づき、当連結会計年度の期末配当金につきましては、１株につき普通配当21
円とさせていただきます。
　これにより、中間配当を含めました当連結会計年度の年間配当金は１株につき36円となりま
す。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地
建 物 及 び 構 築 物
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

9,599,690
6,163,445
231,483
322,097
24,621
14,529

2,002,097
877,726
△36,310

9,677,510
3,064,721
262,526
2,650,621
151,574

4,682,744
2,877,850
216,113
1,588,780
1,930,044
75,931

1,451,495
332,002
70,650
△36　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 7,936,313

買 掛 金 151,877
未 払 金 1,534,993
１年内返済予定長期借入金 363,640
未 払 消 費 税 361,668
未 払 法 人 税 等 606,130
前 受 金 3,897,917
賞 与 引 当 金 581,898
成 績 保 証 引 当 金 10,849
返 品 調 整 引 当 金 17,546
そ の 他 409,792

固 定 負 債 2,476,075
長 期 借 入 金 1,454,540
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 69,980
退 職 給 付 に 係 る 負 債 107,767
資 産 除 去 債 務 843,787

負 債 合 計 10,412,389
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 8,843,936
資 本 金 1,430,557
資 本 剰 余 金 1,420,557
利 益 剰 余 金 6,377,994
自 己 株 式 △385,172

その他の包括利益累計額 2,339
退職給付に係る調整累計額 2,339

新 株 予 約 権 11,013
非 支 配 株 主 持 分 7,521
純 資 産 合 計 8,864,811

資 産 合 計 19,277,201 負 債 純 資 産 合 計 19,277,201

連 結 貸 借 対 照 表
（2021年９月30日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2020年10月１日から2021年９月30日まで）
科 目 金 額

売 上 高 25,901,611
売 上 原 価 17,188,159
売 上 総 利 益 8,713,451
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,276,222
営 業 利 益 2,437,229
営 業 外 収 益
業 務 受 託 料 5,952
助 成 金 収 入 7,727
そ の 他 5,500 19,181

営 業 外 費 用
支 払 利 息 10,486
支 払 手 数 料 5,827
消 費 税 差 額 5,151
そ の 他 687 22,152

経 常 利 益 2,434,257
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 35,999
受 取 補 償 金 19,620 55,620

特 別 損 失
減 損 損 失 84,325
固 定 資 産 除 却 損 4,016 88,342

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,401,535
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,078,532
法 人 税 等 調 整 額 △124,300 954,232
当 期 純 利 益 1,447,303
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △20,256
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,467,559

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（2020年10月１日から2021年９月30日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,422,963 1,412,963 5,442,512 △214,870 8,063,569

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 7,593 7,593 15,187

剰 余 金 の 配 当 △532,077 △532,077
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,467,559 1,467,559

自 己 株 式 の 取 得 △170,302 △170,302
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 7,593 7,593 935,482 △170,302 780,367

当連結会計年度末残高 1,430,557 1,420,557 6,377,994 △385,172 8,843,936

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 非 支 配 株 主
持 分 純 資 産 合 計退職給付に係る調整

累 計 額
そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 114 114 － 27,778 8,091,462

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 15,187

剰 余 金 の 配 当 △532,077
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,467,559

自 己 株 式 の 取 得 △170,302
株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 2,224 2,224 11,013 △20,256 △7,018

当連結会計年度変動額合計 2,224 2,224 11,013 △20,256 773,348

当連結会計年度末残高 2,339 2,339 11,013 7,521 8,864,811

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,764,168
3,227,934
178,678
270,894
24,621
4,763

1,836,213
233,461
△12,398

6,994,677
1,264,703
1,194,299
70,404

177,378
47,378
42,665
87,333

5,552,595
500

4,620,034
273,574
631,492
27,030
△36　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 3,432,043

買 掛 金 95,576
未 払 金 877,059
未 払 費 用 79,089
未 払 法 人 税 等 389,199
未 払 消 費 税 182,581
前 受 金 1,525,879
預 り 金 234,150
賞 与 引 当 金 12,400
成 績 保 証 引 当 金 8,895
返 品 調 整 引 当 金 17,546
そ の 他 9,665

固 定 負 債 561,057
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 69,980
退 職 給 付 引 当 金 111,139
資 産 除 去 債 務 379,937

負 債 合 計 3,993,101
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 8,754,731
資 本 金 1,430,557
資 本 剰 余 金 1,420,557
資 本 準 備 金 1,420,557

利 益 剰 余 金 6,288,789
利 益 準 備 金 55
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,288,733
繰 越 利 益 剰 余 金 6,288,733

自 己 株 式 △385,172
新 株 予 約 権 11,013
純 資 産 合 計 8,765,745

資 産 合 計 12,758,846 負 債 純 資 産 合 計 12,758,846

貸　借　対　照　表
（2021年９月30日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2020年10月１日から
2021年９月30日まで ）

科 目 金 額
売 上 高 13,362,786
売 上 原 価 7,840,967
売 上 総 利 益 5,521,819
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,621,689
営 業 利 益 1,900,130
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,517
業 務 受 託 料 5,952
そ の 他 640 8,110

営 業 外 費 用
支 払 手 数 料 5,827
消 費 税 差 額 5,151
そ の 他 1,503 12,482

経 常 利 益 1,895,758
特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 35,999
受 取 補 償 金 19,620 55,620

特 別 損 失
固 定 資 産 除 去 損 3,916 3,916

税 引 前 当 期 純 利 益 1,947,461
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 648,718
法 人 税 等 調 整 額 △61,279 587,439
当 期 純 利 益 1,360,022

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 2020年10月１日から
2021年９月30日まで ）
株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金利益準備金

その他利益
剰 余 金利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,422,963 1,412,963 55 5,460,788 5,460,844 △214,870 8,081,901 － 8,081,901

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 7,593 7,593 15,187 15,187

剰 余 金 の 配 当 △532,077 △532,077 △532,077 △532,077

当 期 純 利 益 1,360,022 1,360,022 1,360,022 1,360,022

自 己株式の取得 △170,302 △170,302 △170,302
株主資本以外の項
目の当期変動額
（ 純 額 ）

11,013 11,013

当 期 変 動 額 合 計 7,593 7,593 － 827,945 827,945 △170,302 672,830 11,013 683,843

当 期 末 残 高 1,430,557 1,420,557 55 6,288,733 6,288,789 △385,172 8,754,731 11,013 8,765,745

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2021年11月12日

株式会社スプリックス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福　島　　　力 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池　田　幸　恵 ㊞

　

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社スプリックスの2020年10月

１日から2021年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社スプリックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結
子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さ
らに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実
性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対
して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに
入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成
及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に
関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以　上
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独立監査人の監査報告書
2021年11月12日

株式会社スプリックス
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
北関東事務所

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 福 島 　 力 ㊞
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 池 田 幸 恵 ㊞

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スプリックスの2020

年10月１日から2021年９月30日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計

算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発
生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク
に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。
さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監
査に関連する内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関
して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及
び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評
価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で
識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい
るその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要
因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2020年10月１日から2021年９月30日までの第25期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたし
ます。

１. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に
応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、当期の監査方針、職務の分担

等に従い、会社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

監査等委員会の監査報告
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（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　 　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果
　　 　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３. 各監査等委員間にて異なる意見はございません。

常勤監査等委員 赤 澤 嘉 信 印

監 査 等 委 員 大 津 広 一 印

監 査 等 委 員 松 浦 剛 志 印

　　　　2021年11月12日
株式会社スプリックス　監査等委員会

　（注）　監査等委員大津広一及び松浦剛志は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以　上
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１
つ ね 　 い し 　 ひ ろ 　 ゆ き

常 石 博 之
(1971年４月23日)

    1994年    4 月 株式会社三菱銀行（現株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）入行

    2004年    3 月 当社取締役就任
    2004年    10月 当社コンテンツ事業本部長就任
    2007年    12月 当社取締役副社長
    2018年    12月 当社代表取締役社長（現任）

1,293,750株

２
ひ ら 　 い し 　 　 　 あ き ら

平 石 　 明
(1964年11月20日)

    1987年    4 月 長岡第一ゼミ入社
    1992年    4 月 株式会社伸葉スクール入社
    1995年    4 月 株式会社ＮＳＧアカデミー入社
    1997年    1 月 当社設立、代表取締役社長就任
    2018年    12月 当社取締役就任（現任）

当社事業部門管掌（現任）

724,550株

３
ひ ら 　  い 　 　 と し 　 ひ で

平 井 利 英
(1974年12月９日)

    1998年    4 月 エームサービス株式会社入社
    2000年    2 月 当社入社
    2003年    10月 当社管理部総務課長
    2008年    12月 当社取締役就任（現任）
    2015年    12月 当社個別指導事業本部管掌
    2018年    12月 当社コーポレート部門管掌（現任）

1,300株

株主総会参考書類

議　　案 取締役（監査等委員であるものを除く。）３名選任の件
　取締役（監査等委員であるものを除く。以下、本議案において同じ。）全員（３名）は、本総会終
結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役３名の選任をお願いするものでありま
す。
　なお、当社の監査等委員会は、本議案で提案されている全ての取締役候補者について特段指摘すべ
き事項は無いとの結論に至っております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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２. 取締役候補者とした理由
⑴常石博之氏は、2018年より代表取締役社長に就任しました。2004年より当社の取締役として経営の

中枢を担い、当社経営における豊富な経験と高い知見により、現在まで事業拡大に寄与してまいりま
した。当社取締役としての適切な業務執行の実績を鑑み、今後も取締役会において的確な意思決定と
監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者としました。

⑵平石明氏は、1997年に当社を設立し、2018年まで代表取締役社長として、当社経営における豊富な
経験と高い知見により、持続的かつ高い成長を実現してまいりました。当社創業取締役としての適切
な業務執行の実績を鑑み、今後も当社取締役会において的確な意思決定と監督機能の実効性強化が期
待できるため、取締役候補者としました。

⑶平井利英氏は、2000年より当社に入社し2008年より当社の取締役となり、事業部門と管理部門双方
を経験しており当社の事業に精通しております。当社取締役としての適切な業務執行の実績を鑑み、
今後も取締役会において的確な意思決定と監督機能の実効性強化が期待できるため、取締役候補者と
しました。

３. 「所有する当社の株式数」については、2021年９月30日現在の所有株式数を記載しております。
４．当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、当該責任の
追及に責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該当するものを除きます。）を当該保険契約により補
填することとしています。なお、当該保険契約の保険料は全額を当社が負担しており、非保険者の実
質的な保険料負担はありません。
取締役候補者の選任が承認されますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。
また、当該保険契約は次回更新時においても同様の内容での更新を予定しております。

以上
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会場 新潟県長岡市台町２丁目８番35号
ホテルニューオータニ長岡　２階　白鳥の間
TEL （0258）37－1111

交通 上越新幹線 ＪＲ長岡駅東口より 徒歩１分
信 越 本 線 ＪＲ長岡駅東口より 徒歩１分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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